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ビットコイン及びそのETFの購入並びに 

リボルビング・クレジット・ファシリティーからの借入れに関するお知らせ 

 

2025 年 2 月 7 日付開示資料「ビットコイン及びその ETF の購入に関するお知らせ」にて、当社は、暗号資

産及び／又はその ETF に投資し、当社の準備金として保有するため、当社の取締役会は、ビットコイン（BTC）

及びその ETF を最大で 10 億円購入することを決議したことをお知らせしました。 

 

1. ビットコイン及びその ETF の購入 

その後、当社グループは、ビットコイン ETF である iShares Bitcoin Trust（以下「IBIT」といいます。）を

合計約 10 億円購入しております。本日、当社の取締役会は、引き続き、当社グループが暗号資産及び／又は

その ETF への投資を可能とするため、当該上限額を 40 億円引上げ 50 億円とすることを決議しましたのでお

知らせします。 

 

現在、ビットコインの価格は、2025 年 4 月初旬に下落した後、回復しております。IBIT の前日終値は 1 単

位当たり 54.68 米ドルで、当社グループが購入した 131,230 単位の IBIT の 1 単位当たりの平均購入原価は、

49.49 米ドル*であり、2025 年 5 月 7 日現在の未実現利益は 681 千米ドル（97 百万円）*となります。 

 

世界最大の暗号資産が 95,000 米ドルを超える中、アナリストや機関投資家は 2025 年の予測を強めており

ます。機関投資家による採用は拡大しており、米国の戦略的ビットコイン準備金の提案など、主要な政策シ

グナルは、ビットコインの「デジタルゴールド」としての地位を強化しています。これらの要因により、長

期的に需要を牽引していくと予想されます。当社としては、ビットコイン及びその ETF の価格がさらに上昇

し、当グループにさらなる利益をもたらすと考えています。 

 

各国は、脱グローバリゼーションや貿易摩擦の激化に直面すると、流動性を高めるために拡張的な金融政

策や財政政策を実施することで対応するケースが多く見受けられます。この余剰流動性は世界の金融市場に

波及し、特にビットコインとその ETF のインフレや通貨の価値下落に対するヘッジとしての役割が高まって

いるため、ビットコインを含むリスク資産を支える可能性があります。 
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脱グローバリゼーション、貿易摩擦や政府による流動性対策の強化が組み合わさることで、中期的にビッ

トコイン及びその ETF にとって非常に強いマクロ環境が生まれる可能性があります。そのため、当社は暗号

資産及び／又はその ETF の更に投資することことを決定しました。 

* 取引コストを除く。 

 

2. リボルビング・クレジット・ファシリティーからの借入れ 

上記に伴い、今後も当社グループが当社の裁量により、いつでも暗号資産及び／又はその ETF に投資する

ことを可能とするため、当社は、2025 年 4 月 2 日付開示資料「リボルビング・クレジット・ファシリティー

からの借入れについて」にてお知らせしたリボルビング・クレジット・ファシリティーから、先ず追加で 2,806

千米ドル（400 百万円）引出し（借入れ）を行うことを決定しました。 

 

現時点において、上記引出し（借入れ）の返済日は確定しておりませんが、参考として当該引出し（借入

れ）に係る 2025 年 5 月 9 日から 2025 年 12 月 31 日までの利息費用は、150 千米ドル（21 百万円）となりま

す。なお、今後、本件について開示すべき事象・事項が発生又は決定された場合には、適時開示いたします。 

 

（注）本書で適用している換算レートは、2025 年 4 月 30 日現在の株式会社三菱 UFJ 銀行の対顧客電信売買

相場の仲値である 1 米ドル＝142.57 円です。 

 

以上 

 

 

ビート・ホールディングス・リミテッドについて 

 

当社、ビート・ホールディングス・リミテッドは、ケイマン諸島においてケイマン法に基づいて設立・登記

されたグローバルな投資会社で、香港に事業本部を構え、日本、シンガポール、マレーシア、インドネシア、

中国及びカナダに子会社を有しております。子会社の新華モバイル（香港）リミテッドを通じて知的財産権

の取得及びライセンシングを行っています。また、子会社の GINSMS Inc.（トロント・ベンチャー証券取引

所に上場、TSXV：GOK）を通じてモバイル・メッセージング・サービス並びにソフトウェア製品及びサービス

を提供しています。当社は、東京証券取引所のスタンダード市場に上場（証券コード：9399）しております。 

 

詳細は、ウェブサイト：https://www.beatholdings.com/ をご参照下さい。 

 

本書は一般公衆に向けられた開示資料であり、当社株式への投資を勧誘するものではありません。投資家

は、当社への投資を判断する際、当社の過去の適時開示資料及び法定開示資料を含むがこれらに限定されな

い開示資料を確認し、それらに含まれるリスク要因及びその他の情報を併せて考慮した上でかかる判断を行

う必要があります。 


